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身体活動促進のための地域全体への介入：5年間の準実験的研究
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論文概要
身体活動促進のための地域介入が住民の身体活動に及ぼす長期的な影響に関するエビデンスは限られている。
本研究は，2013年から神奈川県藤沢市で日本の身体活動ガイドライン（アクティブガイド）を取り入れ，関連機
関と共に高齢者を主要ターゲットとした情報提供，教育機会，コミュニティ形成促進の多面的介入（「ふじさわ 
プラス・テン」プロジェクト）を 5年間実施し，市民レベルの身体活動促進効果を検証した。
研究デザインは準実験的研究であり，2013年，2015年，2018年に無作為抽出をした 20歳以上の市民 3,000名へ
の質問紙調査（連続横断調査）により，身体活動時間の変化を評価した。

5年後調査の身体活動時間（中央値：120分 /日）は，ベースライン（86分 /日）および 2年後調査（90分 /日）
よりも有意に高かった。多変量解析の結果，主要ターゲット層である高齢者の身体活動時間は，20～ 64歳の成人
と比較して 5年後調査で有意に増加した（変化量の差：14.7分 /日，P=0.029）。
本研究では，都市部においてアクティブガイドを用いた地域全体への多面的介入を実施し，5年後に身体活動量
増加の知見が得られた。
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